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運 用 報 告 書 (全 体 版 ) 

 

インフラ関連好配当資産ファンド 
（毎月決算型）（豪ドル投資型） 

（愛称 インフラ・ザ・ジャパン（豪ドル投資型）） 
 

第133期（決算日 2025年12月15日） 第136期（決算日 2026年３月16日） 

第134期（決算日 2026年１月14日） 第137期（決算日 2026年４月14日） 

第135期（決算日 2026年２月16日） 第138期（決算日 2026年５月14日） 
 
受益者の皆様へ 

平素は格別のご愛顧を賜り厚くお礼申し上げます。

皆様の「インフラ関連好配当資産ファンド（毎月決

算型）（豪ドル投資型）（愛称 インフラ・ザ・ジャパ

ン（豪ドル投資型））」は、2026年５月14日に第138期

決算を迎えましたので、過去６ヵ月間（第133期～第

138期）の運用状況ならびに決算のご報告を申し上げ

ます。 

今後とも、一層のご愛顧を賜りますようお願い申し

上げます。 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商 品 分 類 追加型投信／国内／資産複合 

信 託 期 間 2014年11月28日から2029年11月14日までです。 

運 用 方 針 

インフラ関連好配当資産マザーファンド
（以下、「マザーファンド」といいます。）を
通じて、主として、わが国の金融商品取引所
上場（上場予定を含みます。）の株式等およ
び不動産投資信託証券（以下、「Ｊ-ＲＥＩＴ」
といいます。）に投資を行い、安定した収益
の確保と投資信託財産の着実な成長を目指
して運用を行います。 
マザーファンドにおける銘柄選択ならびに
資産配分に関して、りそなアセットマネジ
メント株式会社の投資助言を受けます。 
円建て資産について、原則として円売り豪
ドル買いの外国為替予約取引等を行い、豪
ドルへの投資効果を享受することを目指し
ます。 

主 要 投 資 
対 象 

当 フ ァ ン ド 
マザーファンドの受益証券
を主要投資対象とします。 

インフラ関連 
好 配 当 資 産 
マザーファンド 

わが国の金融商品取引所
上場（上場予定を含みま
す。）の株式等およびＪ-
ＲＥＩＴを主要投資対象
とします。 

主な投資制限 

当 フ ァ ン ド 

マザーファンドの受益証
券への投資割合には制限
を設けません。外貨建資
産への実質投資割合には
制限を設けません。 

インフラ関連 
好 配 当 資 産 
マザーファンド 

株式（新株引受権証券お
よび新株予約権証券を含
みます。）への投資割合に
は制限を設けません。 
外貨建資産への投資は行
いません。 

分 配 方 針 

毎月14日（休業日の場合は翌営業日）に決算
を行い、原則として、以下の方針に基づき、
収益分配を行います。 
分配対象収益の範囲は、繰越分を含めた経
費控除後の配当等収益と売買益（評価益を
含みます。）等の全額とします。繰越分を含
めた経費控除後の配当等収益には、マザー
ファンドの配当等収益のうち、投資信託財
産に帰属すべき配当等収益を含むものとし
ます。 
分配金額は、委託会社が分配可能額、基準価
額水準等を勘案して決定します。分配可能
額が少額の場合や基準価額水準によって
は、収益分配を行わないことがあります。 
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インフラ関連好配当資産ファンド（毎月決算型）（豪ドル投資型）（愛称 インフラ・ザ・ジャパン（豪ドル投資型）） 

○最近30期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 合 成 指 数 

株   式 
組 入 比 率 

投 資 信 託 
証   券 
組 入 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

（参考指数） 
期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％ ポイント ％ ％ ％ 百万円 

109期(2023年12月14日) 13,487 10 △ 2.0 16,973.25 △ 2.2 51.9 43.2 2,063 

110期(2024年１月15日) 14,620 10 8.5 18,242.96 7.5 53.4 42.3 2,207 

111期(2024年２月14日) 14,494 10 △ 0.8 18,025.20 △ 1.2 53.6 41.2 2,140 

112期(2024年３月14日) 14,810 10 2.2 18,225.54 1.1 52.0 43.9 2,178 

113期(2024年４月15日) 15,858 10 7.1 19,330.61 6.1 52.9 43.3 2,325 

114期(2024年５月14日) 16,435 10 3.7 20,325.70 5.1 51.6 44.2 2,392 

115期(2024年６月14日) 16,289 10 △ 0.8 20,057.93 △ 1.3 52.4 43.1 2,339 

116期(2024年７月16日) 17,374 10 6.7 21,341.30 6.4 53.8 43.4 2,481 

117期(2024年８月14日) 14,870 10 △14.4 18,429.22 △13.6 50.4 45.0 2,135 

118期(2024年９月17日) 14,388 10 △ 3.2 18,000.63 △ 2.3 51.2 45.6 2,024 

119期(2024年10月15日) 15,670 10 9.0 19,461.52 8.1 53.3 42.4 2,203 

120期(2024年11月14日) 15,613 10 △ 0.3 19,293.24 △ 0.9 52.8 42.0 2,196 

121期(2024年12月16日) 15,083 10 △ 3.3 18,709.03 △ 3.0 53.3 43.0 2,073 

122期(2025年１月14日) 14,906 10 △ 1.1 18,533.13 △ 0.9 52.1 44.6 2,036 

123期(2025年２月14日) 15,082 10 1.2 18,885.96 1.9 53.0 44.1 2,044 

124期(2025年３月14日) 14,400 10 △ 4.5 18,169.08 △ 3.8 51.4 44.1 1,929 

125期(2025年４月14日) 13,398 10 △ 6.9 17,130.11 △ 5.7 48.7 43.9 1,789 

126期(2025年５月14日) 15,323 10 14.4 19,255.31 12.4 49.3 39.0 2,057 

127期(2025年６月16日) 15,419 10 0.7 19,284.74 0.2 50.9 43.5 2,067 

128期(2025年７月14日) 16,242 10 5.4 20,280.25 5.2 51.3 43.9 2,138 

129期(2025年８月14日) 17,328 10 6.7 21,489.88 6.0 52.9 43.2 2,244 

130期(2025年９月16日) 18,364 10 6.0 22,817.55 6.2 52.4 43.1 2,342 

131期(2025年10月14日) 18,480 10 0.7 22,877.64 0.3 52.2 42.6 2,337 

132期(2025年11月14日) 20,198 10 9.4 24,704.37 8.0 52.3 42.9 2,533 

133期(2025年12月15日) 21,151 10 4.8 25,504.36 3.2 54.0 41.5 2,628 

134期(2026年１月14日) 23,006 10 8.8 27,452.10 7.6 53.8 41.3 2,849 

135期(2026年２月16日) 23,451 10 2.0 28,280.24 3.0 54.3 43.3 2,885 

136期(2026年３月16日) 23,607 10 0.7 28,356.58 0.3 50.9 45.3 2,882 

137期(2026年４月14日) 24,448 10 3.6 29,104.50 2.6 52.4 41.8 2,966 

138期(2026年５月14日) 24,683 10 1.0 29,258.00 0.5 53.7 41.7 2,974 
 

（注） 基準価額および分配金（税引前）は１万口当たり、基準価額の騰落率は分配金（税引前）込み。 

（注） 合成指数は当ファンドの参考指数であり、ベンチマークではありません。合成指数は、東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）（配当込み）50％お

よび東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）50％を合成した指数を豪ドル換算したものです。（以下同じ。） 

（注） 当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、株式組入比率および投資信託証券組入比率は実質比率を記載しております。   
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○当作成期中の基準価額と市況等の推移 

決 算 期 年 月 日 
基 準 価 額 合 成 指 数 株   式 

組 入 比 率 

投 資 信 託 
証   券 
組 入 比 率  騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率 

第133期 

(期  首) 円 ％ ポイント ％ ％ ％ 

2025年11月14日 20,198 － 24,704.37 － 52.3 42.9 

11月末 20,635 2.2 25,197.96 2.0 51.1 41.7 

(期  末)       

2025年12月15日 21,161 4.8 25,504.36 3.2 54.0 41.5 

第134期 

(期  首)       

2025年12月15日 21,151 － 25,504.36 － 54.0 41.5 

12月末 21,461 1.5 25,942.95 1.7 53.4 41.8 

(期  末)       

2026年１月14日 23,016 8.8 27,452.10 7.6 53.8 41.3 

第135期 

(期  首)       

2026年１月14日 23,006 － 27,452.10 － 53.8 41.3 

１月末 22,693 △1.4 27,153.02 △1.1 54.1 41.2 

(期  末)       

2026年２月16日 23,461 2.0 28,280.24 3.0 54.3 43.3 

第136期 

(期  首)       

2026年２月16日 23,451 － 28,280.24 － 54.3 43.3 

２月末 24,664 5.2 29,505.41 4.3 55.1 41.6 

(期  末)       

2026年３月16日 23,617 0.7 28,356.58 0.3 50.9 45.3 

第137期 

(期  首)       

2026年３月16日 23,607 － 28,356.58 － 50.9 45.3 

３月末 22,303 △5.5 26,685.14 △5.9 49.8 43.1 

(期  末)       

2026年４月14日 24,458 3.6 29,104.50 2.6 52.4 41.8 

第138期 

(期  首)       

2026年４月14日 24,448 － 29,104.50 － 52.4 41.8 

４月末 24,378 △0.3 28,997.41 △0.4 52.9 41.5 

(期  末)       

2026年５月14日 24,693 1.0 29,258.00 0.5 53.7 41.7 
 

（注） 期末基準価額は１万口当たり分配金（税引前）込み、騰落率は期首比。 

 

配当込みTOPIX（以下、「東証株価指数（TOPIX）（配当込み）」といいます。）の指数値及び東証株価指数（TOPIX）（配当込み）に係る標章又

は商標は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」といいます。）の知的財産であり、指数の算出、指数

値の公表、利用など東証株価指数（TOPIX）（配当込み）に関するすべての権利・ノウハウ及び東証株価指数（TOPIX）（配当込み）に係る標

章又は商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、東証株価指数（TOPIX）（配当込み）の指数値の算出又は公表の誤謬、遅

延又は中断に対し、責任を負いません。 

配当込み東証REIT指数（以下、「東証REIT指数（配当込み）」といいます。）の指数値及び東証REIT指数（配当込み）に係る標章又は商標は、

株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」といいます。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利

用など東証REIT指数（配当込み）に関するすべての権利・ノウハウ及び東証REIT指数（配当込み）に係る標章又は商標に関するすべての権利

はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、東証REIT指数（配当込み）の指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又は中断に対し、責任を負いません。 
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（注） 分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。 

（注） 分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異な

ります。したがって、お客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注） 合成指数は、当ファンドの参考指数です。 

（注） 分配金再投資基準価額および参考指数は、作成期首（2025年11月14日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。 

（注） 上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 
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インフラ関連好配当資産ファンド（毎月決算型）（豪ドル投資型）（愛称 インフラ・ザ・ジャパン（豪ドル投資型）） 

○基準価額の主な変動要因 
当ファンドの主要投資対象である「インフラ関連好配当資産マザーファンド（以下、マザーファンドといいます。）」

における主なプラス要因およびマイナス要因は以下の通りです。 

 

（主なプラス要因） 

（国内株式） 

・豊田通商、みずほフィナンシャルグループ、フジクラなどの株価上昇が主なプラス要因となりました。 

（Ｊ－ＲＥＩＴ） 

・サンケイリアルエステート投資法人、積水ハウス・リート投資法人、三井不動産アコモデーションファンド投資法

人などの投資口価格の上昇が主なプラス要因となりました。 

 

（主なマイナス要因） 

（国内株式） 

・日本電気、富士通、三井不動産などの株価下落が主なマイナス要因となりました。 

（Ｊ－ＲＥＩＴ） 

・日本ビルファンド投資法人、ジャパンリアルエステイト投資法人、ジャパン・ホテル・リート投資法人の投資口価

格の下落が主なマイナス要因となりました。 

 

なお、当ファンドは円売り豪ドル買いの外国為替予約取引を行っているため、作成期中に豪ドルが対円で上昇し

たことが基準価額のプラス要因となりました。 

 

  
国内株式市場は上昇しました。国内企業の堅調な業績や円安進行に加え、衆議院選挙で自民党が圧勝したことを

受けて、高市政権による積極的な財政政策への期待が強まり、株価を押し上げました。2026年３月には、米国とイス

ラエルによるイラン攻撃をきっかけに中東情勢が悪化し、原油価格上昇や世界景気減速への懸念から、国内株式市

場は一時調整色を強めました。しかしその後は、米国とイランの停戦期待が高まったことに加えて、世界的なＡＩ投

資拡大を背景に業績が急伸した半導体株などのＡＩ関連株がけん引し、作成期末にかけて株価は再び上昇基調とな

りました。 

Ｊ－ＲＥＩＴ市場は、方向感に欠ける中で下落基調をたどる展開となりました。作成期初から2026年２月にかけ

ては、好調なファンダメンタルズや賃料上昇などを背景とした事業環境の改善が評価される一方で、金利上昇に伴

う利回り面での魅力低下が意識され、もみ合う展開が続きました。３月以降は、中東情勢の悪化を背景とした投資家

のリスク回避姿勢の強まりに加え、公募増資の増加や金融機関による利益確定売りなどにより需給が悪化し、下落

基調で推移しました。 

豪ドル／円相場は上昇（豪ドル高・円安）しました。豪準備銀行（中央銀行、ＲＢＡ）の利上げ転換や追加利上げ

観測の高まりに加え、日本では財政拡張懸念や、中東情勢の悪化に伴う原油高を背景とした貿易赤字拡大懸念が意

識され、作成期間を通じて豪ドル高・円安基調となりました。 

 

  
円売り豪ドル買いの外国為替予約取引の額が純資産総額比で高位となるように調整しました。 

国内株式およびＪ－ＲＥＩＴの運用はマザーファンドを通じて行いました。マザーファンドの運用につきまして

は、銘柄選択ならびに資産配分に関して、りそなアセットマネジメント株式会社の投資助言を受けました。資産配分

に関しては、作成期間を通して株式への投資比率をＪ－ＲＥＩＴ比で高めとしました。 

国内株式では、引き続き経済や社会の基盤を担い、長期にわたって安定的な成長が期待できる企業に投資を行い
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ました。ＡＩ需要の拡大に伴う半導体受託製造大手の設備投資増加を背景に、受注改善の継続が見込まれる東京エ

レクトロンや、光デバイス製品の収益拡大に対するビジビリティの高さに加え、光ファイバ・ケーブルの供給能力に

おける高い拡張性を評価した住友電気工業などを新規に組み入れました。一方で、四半期決算が市場コンセンサス

を下回り、売上高成長率も業界平均に届いていないことに加え、株価バリュエーション面で割安感に乏しいキーエ

ンスや、「総括原価方式」に基づく運賃値上げを実施しても利益への寄与は限定的にとどまる可能性が高いと判断し

た西日本旅客鉄道などを売却しました。 

Ｊ－ＲＥＩＴでは、相対的に高水準の分配金の確保を図りつつ、長期的な値上がり益の確保を目指して運用を行

いました。具体的には、物流、住宅、底地を主体とした安定収益型アセットを保有し、地域市場を熟知した強みを活

かした独自の外部成長が期待できると判断した東海道リート投資法人を新規に組み入れました。一方、投資主還元

施策に対する消極的な姿勢が目立つほか、バリュエーション面での魅力も低下している三井不動産アコモデーショ

ンファンド投資法人や、住宅関連が堅調を維持しているものの、築年数を踏まえると相対的に収益向上余地が劣後

すると判断したＮＴＴ都市開発リート投資法人などを売却しました。 

 

  
当ファンドは運用の目標となるベンチマークを設けておりません。下記のグラフは、基準価額と参考指数の騰落

率の対比です。 
 

 
  

  
（注） 基準価額の騰落率は分配金（税引前）込みです。 

（注） 参考指数は、合成指数です。 
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インフラ関連好配当資産ファンド（毎月決算型）（豪ドル投資型）（愛称 インフラ・ザ・ジャパン（豪ドル投資型）） 

  
当作成期の分配金につきましては、分配方針に則り、分配可能額、基準価額水準等を勘案して、以下のとおりといた

しました。なお、収益分配に充てなかった留保益につきましては、運用の基本方針と同一の運用を行ってまいります。 

 

 （単位：円、１万口当たり・税引前） 

項 目 
第133期 第134期 第135期 第136期 第137期 第138期 

2025年11月15日～ 
2025年12月15日 

2025年12月16日～ 
2026年１月14日 

2026年１月15日～ 
2026年２月16日 

2026年２月17日～ 
2026年３月16日 

2026年３月17日～ 
2026年４月14日 

2026年４月15日～ 
2026年５月14日 

当期分配金 10  10  10  10  10  10  

(対基準価額比率) 0.047％ 0.043％ 0.043％ 0.042％ 0.041％ 0.040％ 

 当期の収益 10  10  10  10  10  10  

 当期の収益以外 －  －  －  －  －  －  

翌期繰越分配対象額 12,389  14,234  14,688  14,800  15,653  15,887   
（注） 対基準価額比率は当期分配金（税引前）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注） 当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 

 

  
国内株式市場は従前の上昇基調に戻ったと見ています。中東情勢の悪化を受けて大きく上昇した国内株のボラ

ティリティは、停戦協議などを経て、米国とイスラエルがイランを攻撃する前の水準に近づきました。米国、イラン

共に停戦への意欲は強いと見ており、国内株はより恒久的な停戦やホルムズ海峡の開放を見据えた展開に移ったと

考えます。一方、原油価格が高止まりしていることに加えて、原油および石油化学製品の調達懸念も完全には払拭さ

れていない状況と見られます。そのため、原油依存度が高い企業やサプライチェーンが複雑な産業については、原材

料の不足や価格上昇の影響から業績予想が下ぶれる可能性も念頭に置く必要があります。 

Ｊ－ＲＥＩＴ市場は、当面上値の重い展開が続く可能性があるとみています。国債利回りの上昇を背景に、

Ｊ－ＲＥＩＴの相対的な利回り魅力が低下しており、投資妙味が意識されにくい局面となっています。また、日本銀

行の金融政策において追加利上げが行われる可能性が意識されていることも、上値を抑える要因となっています。

賃料上昇や稼働率の改善を背景にファンダメンタルズは堅調に推移していますが、国債利回りとの比較で利回り面

での魅力が意識されにくい中、資金流入は当面限定的にとどまる可能性があると考えています。 

引き続き銘柄選択ならびに資産配分に関して、りそなアセットマネジメント株式会社の投資助言を受けます。 

為替に関しては、円売り豪ドル買いの外国為替予約取引の額が純資産総額比で高位となるように調整していく方

針です。 
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インフラ関連好配当資産ファンド（毎月決算型）（豪ドル投資型）（愛称 インフラ・ザ・ジャパン（豪ドル投資型）） 

○１万口当たりの費用明細 (2025年11月15日～2026年５月14日) 

項 目 
第133期～第138期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 179  0.791  (a)信託報酬＝作成期間中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） ( 87)  (0.382)  委託した資金の運用の対価 

 （ 販 売 会 社 ） ( 87)  (0.382)  交付運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、購入後の 
情報提供等の対価 

 （ 受 託 会 社 ） (  6)  (0.027)  運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 11   0.049   (b)売買委託手数料＝作成期間中の売買委託手数料÷作成期間中の平均受益権口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） (  8)  (0.036)   

 （ 投 資 信 託 証 券 ） (  3)  (0.013)   

（c） そ の 他 費 用 1   0.005   (c)その他費用＝作成期間中のその他費用÷作成期間中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） (  1)  (0.005)  監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 合 計 191   0.845    

作成期間中の平均基準価額は、22,689円です。  

 
（注） 作成期間中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出

した結果です。 

（注） 各金額において基準価額は円未満切捨て、その他は各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

（注） 売買委託手数料およびその他費用は、当ファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するもの

を含みます。 

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を作成期間中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目

ごとに小数第３位未満は四捨五入してあります。 
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インフラ関連好配当資産ファンド（毎月決算型）（豪ドル投資型）（愛称 インフラ・ザ・ジャパン（豪ドル投資型）） 

（参考情報） 

◯総経費率 

作成期間中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料およ

び有価証券取引税を除く。）を作成期間中の平均受益権口数に作成期間中の平均基準価額（１口当

たり）を乗じた数で除した総経費率（年率）は1.60％です。 
 

  
（注） 当ファンドの費用は１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。 

（注） 各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。 

（注） 各比率は、年率換算した値です。 

（注） 当ファンドの費用は、マザーファンドが支払った費用を含みます。 

（注） 上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。 
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インフラ関連好配当資産ファンド（毎月決算型）（豪ドル投資型）（愛称 インフラ・ザ・ジャパン（豪ドル投資型）） 

○売買及び取引の状況 (2025年11月15日～2026年５月14日) 

 

銘 柄 
第133期～第138期 

設 定 解 約 
口 数 金 額 口 数 金 額 

 千口 千円 千口 千円 
インフラ関連好配当資産マザーファンド 290,799 786,000 207,608 557,500 

 
（注） 単位未満は切捨て。 

 

○株式売買比率 (2025年11月15日～2026年５月14日) 

 

項 目 
第133期～第138期 

インフラ関連好配当資産マザーファンド 

(a) 当作成期中の株式売買金額 7,667,120千円 
(b) 当作成期中の平均組入株式時価総額 9,444,221千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 0.81   
 
（注） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均です。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2025年11月15日～2026年５月14日) 

 

＜インフラ関連好配当資産ファンド（毎月決算型）（豪ドル投資型）（愛称 インフラ・ザ・ジャパン（豪ドル投資型））＞ 

 該当事項はございません。 

 

＜インフラ関連好配当資産マザーファンド＞ 

区       分 

第133期～第138期 

買付額等 
Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株式 3,463 297 8.6 4,203 627 14.9 

平均保有割合 15.8%       
 
※平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該ベビーファンドのマザーファンド所有口数の割合。 

 

  

親投資信託受益証券の設定、解約状況 

利害関係人との取引状況 
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インフラ関連好配当資産ファンド（毎月決算型）（豪ドル投資型）（愛称 インフラ・ザ・ジャパン（豪ドル投資型）） 

 

項 目 第133期～第138期 
売買委託手数料総額（A） 1,375千円 
うち利害関係人への支払額（B） 98千円 

（B）／（A） 7.1％   
 
（注） 売買委託手数料総額は、当ファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するものです。 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは株式会
社ＳＢＩ証券です。 

 

○組入資産の明細 (2026年５月14日現在) 

 

銘 柄 
第132期末 第138期末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

インフラ関連好配当資産マザーファンド 973,420 1,056,611 2,906,314 
 
（注） 口数・評価額の単位未満は切捨て。 

 

○投資信託財産の構成 (2026年５月14日現在) 

項 目 
第138期末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

インフラ関連好配当資産マザーファンド 2,906,314 95.9 

コール・ローン等、その他 125,828 4.1 

投資信託財産総額 3,032,142 100.0 
 
（注） 評価額の単位未満は切捨て。 

 

  

親投資信託残高 
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インフラ関連好配当資産ファンド（毎月決算型）（豪ドル投資型）（愛称 インフラ・ザ・ジャパン（豪ドル投資型）） 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 

項 目 
第133期末 第134期末 第135期末 第136期末 第137期末 第138期末 

2025年12月15日現在 2026年１月14日現在 2026年２月16日現在 2026年３月16日現在 2026年４月14日現在 2026年５月14日現在 

  円 円 円 円 円 円 

(A) 資産 5,242,667,035   5,589,709,466   5,684,096,512   5,836,911,092   5,820,633,328   5,924,038,546   

 コール・ローン等 117,277,997   15,260,691   25,517,283   160,387,477   104,002,806   66,049,788   

 インフラ関連好配当資産マザーファンド(評価額) 2,571,407,924   2,778,334,774   2,868,504,431   2,874,653,020   2,877,853,279   2,906,314,640   

 未収入金 2,553,980,000   2,796,113,784   2,790,074,390   2,801,867,983   2,838,775,443   2,951,673,143   

 未収利息 1,114   217   408   2,612   1,800   975   

(B) 負債 2,613,893,558   2,740,143,301   2,798,524,427   2,954,128,630   2,854,219,461   2,949,285,393   

 未払金 2,560,241,450   2,728,048,387   2,785,695,112   2,844,139,399   2,846,914,132   2,891,979,871   

 未払収益分配金 1,242,837   1,238,608   1,230,470   1,221,130   1,213,371   1,205,196   

 未払解約金 48,919,536   7,316,701   7,418,549   105,121,901   2,443,048   52,184,938   

 未払信託報酬 3,465,842   3,515,370   4,151,674   3,621,235   3,623,926   3,888,582   

 その他未払費用 23,893   24,235   28,622   24,965   24,984   26,806   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 2,628,773,477   2,849,566,165   2,885,572,085   2,882,782,462   2,966,413,867   2,974,753,153   

 元本 1,242,837,929   1,238,608,672   1,230,470,704   1,221,130,455   1,213,371,433   1,205,196,482   

 次期繰越損益金 1,385,935,548   1,610,957,493   1,655,101,381   1,661,652,007   1,753,042,434   1,769,556,671   

(D) 受益権総口数 1,242,837,929口 1,238,608,672口 1,230,470,704口 1,221,130,455口 1,213,371,433口 1,205,196,482口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 21,151円 23,006円 23,451円 23,607円 24,448円 24,683円 
 

（注） 計算期間末における１口当たりの純資産額は、第133期2.1151円、第134期2.3006円、第135期2.3451円、第136期2.3607円、第137期2.4448

円、第138期2.4683円です。 

（注） 当ファンドの第133期首元本額は1,254,399,900円、第133～138期中追加設定元本額は389,191,332円、第133～138期中一部解約元本額

は438,394,750円です。 
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インフラ関連好配当資産ファンド（毎月決算型）（豪ドル投資型）（愛称 インフラ・ザ・ジャパン（豪ドル投資型）） 

○損益の状況 

項 目 
第133期 第134期 第135期 第136期 第137期 第138期 

2025年11月15日～ 
2025年12月15日 

2025年12月16日～ 
2026年１月14日 

2026年１月15日～ 
2026年２月16日 

2026年２月17日～ 
2026年３月16日 

2026年３月17日～ 
2026年４月14日 

2026年４月15日～ 
2026年５月14日 

  円 円 円 円 円 円 

(A) 配当等収益 18,955   22,982   20,500   25,890   58,118   21,746   

 受取利息 18,955   22,982   20,500   25,890   58,118   21,746   

(B) 有価証券売買損益 121,227,329   233,105,455   61,039,303   18,177,168   107,983,174   33,264,697   

 売買益 136,014,136   234,707,017   97,990,889   141,126,999   130,052,957   61,058,483   

 売買損 △   14,786,807   △    1,601,562   △   36,951,586   △  122,949,831   △   22,069,783   △   27,793,786   

(C) 信託報酬等 △    3,489,735   △    3,539,605   △    4,180,296   △    3,646,200   △    3,648,910   △    3,915,388   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 117,756,549   229,588,832   56,879,507   14,556,858   104,392,382   29,371,055   

(E) 前期繰越損益金 853,002,058   928,221,966   1,054,929,136   1,013,727,509   1,002,588,975   1,063,756,487   

(F) 追加信託差損益金 416,419,778   454,385,303   544,523,208   634,588,770   647,274,448   677,634,325   

 (配当等相当額) (    570,297,337)  (    606,415,513)  (    696,601,469)  (    779,982,152)  (    793,295,006)  (    822,795,210)  

 (売買損益相当額) (△  153,877,559)  (△  152,030,210)  (△  152,078,261)  (△  145,393,382)  (△  146,020,558)  (△  145,160,885)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 1,387,178,385   1,612,196,101   1,656,331,851   1,662,873,137   1,754,255,805   1,770,761,867   

(H) 収益分配金 △    1,242,837   △    1,238,608   △    1,230,470   △    1,221,130   △    1,213,371   △    1,205,196   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 1,385,935,548   1,610,957,493   1,655,101,381   1,661,652,007   1,753,042,434   1,769,556,671   

 追加信託差損益金 416,419,778   454,385,303   544,523,208   634,588,770   647,274,448   677,634,325   

 (配当等相当額) (    570,362,106)  (    606,543,292)  (    696,851,012)  (    780,304,536)  (    793,580,253)  (    822,852,558)  

 (売買損益相当額) (△  153,942,328)  (△  152,157,989)  (△  152,327,804)  (△  145,715,766)  (△  146,305,805)  (△  145,218,233)  

 分配準備積立金 969,515,770   1,156,572,190   1,110,578,173   1,027,063,237   1,105,767,986   1,091,922,346   
 

（注） 損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は、期末の評価換えによるものを含みます。 

（注） 損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しています。 

（注） 損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定した価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

（注）収益分配金 

決算期 第133期 第134期 第135期 第136期 第137期 第138期 

(a) 配当等収益(費用控除後) 3,427,281円 6,084,702円 4,531,918円 8,128,058円 16,190,273円 3,150,633円 

(b) 
有価証券等損益額(費用控除後、

繰越欠損金補填後) 
114,329,268円 223,504,130円 52,347,589円 6,428,800円 88,202,109円 26,220,422円 

(c) 信託約款に規定する収益調整金 570,362,106円 606,543,292円 696,851,012円 780,304,536円 793,580,253円 822,852,558円 

(d) 信託約款に規定する分配準備積立金 853,002,058円 928,221,966円 1,054,929,136円 1,013,727,509円 1,002,588,975円 1,063,756,487円 

 分配対象収益(a＋b＋c＋d) 1,541,120,713円 1,764,354,090円 1,808,659,655円 1,808,588,903円 1,900,561,610円 1,915,980,100円 

 分配対象収益(１万口当たり) 12,399円 14,244円 14,698円 14,810円 15,663円 15,897円 

 分配金額 1,242,837円 1,238,608円 1,230,470円 1,221,130円 1,213,371円 1,205,196円 

 分配金額(１万口当たり) 10円 10円 10円 10円 10円 10円 
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インフラ関連好配当資産ファンド（毎月決算型）（豪ドル投資型）（愛称 インフラ・ザ・ジャパン（豪ドル投資型）） 

○分配金のお知らせ  

 第133期 第134期 第135期 第136期 第137期 第138期 

１万口当たり分配金（税引前） 10円 10円 10円 10円 10円 10円 

支払開始日 各決算日から起算して５営業日までの間に支払いを開始します。 

お支払場所 取得申込みを取扱った販売会社の本支店 
 
 
 

<お知らせ> 
・一般社団法人資産運用業協会設立準備法人を吸収合併存続法人、一般社団法人日本投資顧問業協会と一般社団法人投資信託協会を吸収合併消滅法人

として2026年４月１日付で合併し、「一般社団法人資産運用業協会」に名称を変更することとなったため、投資信託約款の記載変更を行いました。（実

施日：2026年４月１日） 
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インフラ関連好配当資産マザーファンド 

 

○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 合 成 指 数 

株   式 
組 入 比 率 

投 資 信 託 
証   券 
組 入 比 率 

純 資 産 
総 額  

期 中 
騰 落 率 

（参考指数） 
期 中 
騰 落 率 

 円 ％ ポイント ％ ％ ％ 百万円 

８期(2022年５月16日) 15,747 3.9 164.93 1.9 42.8 53.2 14,821 

９期(2023年５月15日) 17,055 8.3 178.22 8.1 53.8 43.9 14,348 

10期(2024年５月14日) 20,095 17.8 206.11 15.6 52.9 45.4 15,787 

11期(2025年５月14日) 20,257 0.8 211.28 2.5 54.2 42.9 13,190 

12期(2026年５月14日) 27,506 35.8 267.70 26.7 55.0 42.7 17,976 
 

（注） 基準価額は１万口当たり。 

（注） 合成指数は当ファンドの参考指数であり、ベンチマークではありません。合成指数は、東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）（配当込み）50％お

よび東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）50％を合成したものです。（以下同じ。） 

 

配当込みTOPIX（以下、「東証株価指数（TOPIX）（配当込み）」といいます。）の指数値及び東証株価指数（TOPIX）（配当込み）に係る標章又

は商標は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」といいます。）の知的財産であり、指数の算出、指数

値の公表、利用など東証株価指数（TOPIX）（配当込み）に関するすべての権利・ノウハウ及び東証株価指数（TOPIX）（配当込み）に係る標

章又は商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、東証株価指数（TOPIX）（配当込み）の指数値の算出又は公表の誤謬、遅

延又は中断に対し、責任を負いません。 

配当込み東証REIT指数（以下、「東証REIT指数（配当込み）」といいます。）の指数値及び東証REIT指数（配当込み）に係る標章又は商標は、

株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」といいます。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利

用など東証REIT指数（配当込み）に関するすべての権利・ノウハウ及び東証REIT指数（配当込み）に係る標章又は商標に関するすべての権利

はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、東証REIT指数（配当込み）の指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又は中断に対し、責任を負いません。 
 

 

  

インフラ関連好配当資産マザーファンド 

第12期 運用状況のご報告 

決算日：2026年５月14日 
 
当ファンドの仕組みは次の通りです。 

運 用 方 針 

主として、わが国の金融商品取引所上場（上場予定を含みます。）の株式等および不動産投資信託証券

（以下、「Ｊ－ＲＥＩＴ」といいます。）に投資を行い、安定した収益の確保と投資信託財産の着実な成

長を目指して運用を行います。 

主要投資対象 
わが国の金融商品取引所上場（上場予定を含みます。）の株式等およびＪ－ＲＥＩＴを主要投資対象とし

ます。 

主な投資制限 
株式（新株引受権証券および新株予約権証券を含みます。）への投資割合には制限を設けません。 

外貨建資産への投資は行いません。 
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インフラ関連好配当資産マザーファンド 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 合 成 指 数 株   式 

組 入 比 率 

投 資 信 託 
証   券 
組 入 比 率  騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率 

(期  首) 円 ％ ポイント ％ ％ ％ 

2025年５月14日 20,257 － 211.28 － 54.2 42.9 

５月末 20,538 1.4 213.40 1.0 54.1 42.0 

６月末 21,141 4.4 218.57 3.5 53.8 44.2 

７月末 22,184 9.5 227.54 7.7 53.6 44.6 

８月末 23,133 14.2 237.19 12.3 54.0 44.0 

９月末 23,449 15.8 241.16 14.1 53.5 43.8 

10月末 24,848 22.7 251.61 19.1 54.8 42.2 

11月末 25,596 26.4 257.76 22.0 52.9 43.1 

12月末 26,036 28.5 259.15 22.7 54.9 43.0 

2026年１月末 26,761 32.1 263.37 24.7 55.9 42.6 

２月末 28,480 40.6 279.38 32.2 55.7 42.0 

３月末 25,901 27.9 254.76 20.6 51.5 44.6 

４月末 27,215 34.3 265.71 25.8 54.2 42.5 

(期  末)       

2026年５月14日 27,506 35.8 267.70 26.7 55.0 42.7 
 

（注） 騰落率は期首比。 
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インフラ関連好配当資産マザーファンド 

  

  

  
（注） 参考指数は、合成指数です。 

（注） 参考指数は、期首（2025年５月14日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。 

 

○○基基準準価価額額のの主主なな変変動動要要因因  
当ファンドにおける主なプラス要因およびマイナス要因は以下の通りです。 

 

（（主主ななププララスス要要因因））  

（（国国内内株株式式））  

・フジクラ、豊田通商、みずほフィナンシャルグループなどの株価上昇が主なプラス要因となりました。 

（（ＪＪ－－ＲＲＥＥＩＩＴＴ））  

・日本都市ファンド投資法人、野村不動産マスターファンド投資法人、ＧＬＰ投資法人などの投資口価格の上昇が

主なプラス要因となりました。 

 

（（主主ななママイイナナスス要要因因））  

（（国国内内株株式式））  

・キーエンス、インターネットイニシアティブ、東日本旅客鉄道などの株価下落が主なマイナス要因となりました。 

（（ＪＪ－－ＲＲＥＥＩＩＴＴ））  

・日本ビルファンド投資法人、霞ヶ関ホテルリート投資法人、東海道リート投資法人の投資口価格の下落が主なマ

イナス要因となりました。 
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インフラ関連好配当資産マザーファンド 

  
国内株式市場は大きく上昇しました。2025年後半にかけては、米国による関税引き上げの影響が懸念されたもの

の、世界経済が底堅く推移したことに加え、日米関税交渉の進展を受けて企業業績に対する不透明感が後退したこ

とから、株価は上昇しました。また、企業による積極的な自社株買いや構造改革への期待なども海外投資家による日

本株買いを後押ししました。10月に発足した高市政権への期待に加え、2026年２月の衆議院選挙で自民党が圧勝し

たことで、積極的な財政政策への期待が一段と高まり、株価は上昇基調を維持しました。３月には、米国とイスラエ

ルによるイラン攻撃をきっかけに中東情勢が悪化し、原油価格上昇や世界景気減速への懸念から、国内株式市場は

一時調整色を強めました。しかしその後は、米国とイランの停戦期待が高まったことに加えて、世界的なＡＩ投資拡

大を背景に業績が急伸した半導体株などのＡＩ関連株がけん引し、期末にかけて株価は再び上昇基調となりました。 

Ｊ－ＲＥＩＴ市場は上昇しました。期初から2025年11月にかけては、オフィス空室率の低下や住宅賃料の上昇な

どを背景とした良好な不動産市況に加え、投資口価格の割安感や積極的な投資主還元姿勢が好感され、大きく上昇

しました。その後は、好調なファンダメンタルズや賃料上昇などを背景とした事業環境の改善が評価される一方、金

利上昇に伴う利回り面での魅力低下が意識され、もみ合う展開となりました。2026年３月以降は、中東情勢の悪化を

背景とした投資家のリスク回避姿勢の強まりに加え、公募増資の増加や金融機関による利益確定売りなどによる需

給悪化を受け、下落基調で推移しました。 

 

  
当ファンドの運用につきましては、銘柄選択ならびに資産配分に関して、りそなアセットマネジメント株式会社

の投資助言を受けました。 

資産配分に関しては、期を通して株式への投資比率をＪ－ＲＥＩＴ比で高めとしました。 

国内株式では、引き続き経済や社会の基盤を担い、長期にわたり安定的な成長が期待できる企業への投資を行い

ました。財務改善に加え、新経営陣のもとで金融・リースインフラを中心とした事業戦略が明確に示されたことで評

価改善が期待できると判断した丸紅や、光デバイス製品の収益拡大に対するビジビリティの高さに加え、光ファイ

バ・ケーブルの供給能力における高い拡張性を評価した住友電気工業などを新規に組み入れました。一方で、親会社

であるＮＴＴによる株式公開買い付け（ＴＯＢ）を通じた完全子会社化の発表を受け、上場廃止となる可能性が高

まったＮＴＴデータグループや、四半期決算が市場コンセンサスを下回り、売上高成長率も業界平均に届いていな

いことに加え、株価バリュエーション面で割安感に乏しいキーエンスなどを売却しました。 

Ｊ－ＲＥＩＴでは、相対的に高水準の分配金の確保を図りつつ、長期的な値上がり益の獲得を目指して運用を行

いました。具体的には、今後もインバウンド需要の取り込みによる力強い配当成長が期待できることに加え、スポン

サーパイプラインの積み上がりを背景に成長性対比で割安と判断した霞ヶ関ホテルリート投資法人や、物流・住宅・

底地を主体とした安定収益型アセットを保有し、地域市場を熟知した強みを活かした独自の外部成長が期待できる

と判断した東海道リート投資法人を新規に組み入れました。一方、住宅関連が堅調を維持しているものの、築年数を

踏まえると相対的に収益向上余地が劣後すると判断したＮＴＴ都市開発リート投資法人や、都心賃貸住宅を中心に

力強い賃料増額が進んでいる一方、修繕費など運営コストの上昇により１口当たり分配金の引き上げ余地が限定的

と判断したコンフォリア・レジデンシャル投資法人などを売却しました。 
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インフラ関連好配当資産マザーファンド 

  
国内株式市場は従前の上昇基調に戻ったと見ています。中東情勢の悪化を受けて大きく上昇した国内株のボラ

ティリティは、停戦協議などを経て、米国とイスラエルがイランを攻撃する前の水準に近づきました。米国、イラン

共に停戦への意欲は強いと見ており、国内株はより恒久的な停戦やホルムズ海峡の開放を見据えた展開に移ったと

考えます。一方、原油価格が高止まりしていることに加えて、原油および石油化学製品の調達懸念も完全には払拭さ

れていない状況と見られます。そのため、原油依存度が高い企業やサプライチェーンが複雑な産業については、原材

料の不足や価格上昇の影響から業績予想が下ぶれる可能性も念頭に置く必要があります。 

Ｊ－ＲＥＩＴ市場は当面上値の重い展開が続く可能性があるとみています。国債利回りの上昇を背景に、

Ｊ－ＲＥＩＴの相対的な利回り魅力が低下しており、投資妙味が意識されにくい局面となっています。また、日本銀

行の金融政策において追加利上げが行われる可能性が意識されていることも、上値を抑える要因となっています。

賃料上昇や稼働率の改善を背景にファンダメンタルズは堅調に推移していますが、国債利回りとの比較で利回り面

での魅力が意識されにくい中、資金流入は当面限定的にとどまる可能性があると考えています。 

引き続き銘柄選択ならびに資産配分に関して、りそなアセットマネジメント株式会社の投資助言を受けます。 
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○１万口当たりの費用明細 (2025年５月15日～2026年５月14日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 売 買 委 託 手 数 料 24  0.096  (a)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） (18)  (0.074)   

 （ 投 資 信 託 証 券 ） ( 6)  (0.022)   

 合 計 24   0.096    

期中の平均基準価額は、24,606円です。  

 
（注） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結

果です。 

（注） 各金額において基準価額は円未満切捨て、その他は各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに

小数第３位未満は四捨五入してあります。 

 

○売買及び取引の状況 (2025年５月15日～2026年５月14日) 

 

 

 
買 付 売 付 

株 数 金 額 株 数 金 額 

国 

内 

 千株 千円 千株 千円 
上場 1,377 6,139,639 1,643 7,278,670 
 (  128) (       －)

 
（注） 金額は受渡代金。 

（注） 単位未満は切捨て。 

（注） ( )内は株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

 

  

株式 
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インフラ関連好配当資産マザーファンド 

 

 

銘 柄 
買 付 売 付 

口 数 金 額 口 数 金 額 

国 

内 

 口 千円 口 千円  
サンケイリアルエステート投資法人 投資証券 558 54,044 558 73,503  
東海道リート投資法人 投資証券 567 63,753 16 1,716  
三井不動産アコモデーションファンド投資法人 投資証券 95 12,926 713 97,831  
産業ファンド投資法人 投資証券 1,303 183,375 17 2,439  
アドバンス・レジデンス投資法人 投資証券 197 32,956 16 2,620  
アクティビア・プロパティーズ投資法人 投資証券 579 80,298 24 3,379  
 (   750) (       －)  
ＧＬＰ投資法人 投資証券 829 114,495 101 13,197  
コンフォリア・レジデンシャル投資法人 投資証券 84 14,952 894 125,186  
 (   452) (       －)  
日本プロロジスリート投資法人 投資証券 824 71,611 － －  
 ( 1,380) (       －)  
ヒューリックリート投資法人 投資証券 483 81,364 266 43,254  
日本リート投資法人 投資証券 451 42,312 414 41,381  
積水ハウス・リート投資法人 投資証券 344 30,220 35 3,186  
ヘルスケア＆メディカル投資法人 投資証券 84 9,831 － －  
野村不動産マスターファンド投資法人 投資証券 770 123,813 204 32,352  
ラサールロジポート投資法人 投資証券 497 73,851 96 14,430  
スターアジア不動産投資法人 投資証券 867 51,805 1,571 92,425  
三井不動産ロジスティクスパーク投資法人 投資証券 1,664 197,153 50 5,718  
霞ヶ関ホテルリート投資法人 投資証券 1,333 141,621 18 1,752  
日本ビルファンド投資法人 投資証券 699 98,653 515 71,418  
ジャパンリアルエステイト投資法人 投資証券 1,170 147,074 55 6,494  
日本都市ファンド投資法人 投資証券 1,352 158,412 108 12,253  
オリックス不動産投資法人 投資証券 919 110,854 499 48,763  
 ( 1,488) (       －)  
日本プライムリアルティ投資法人 投資証券 884 94,028 42 4,131  
 ( 1,551) (       －)  
ＮＴＴ都市開発リート投資法人 投資証券 16 2,102 572 79,663  
ユナイテッド・アーバン投資法人 投資証券 498 87,349 47 8,331  
インヴィンシブル投資法人 投資証券 3,204 198,545 2,127 141,895  
平和不動産リート投資法人 投資証券 193 27,790 227 35,039  
日本ロジスティクスファンド投資法人 投資証券 862 83,676 － －  
ＫＤＸ不動産投資法人 投資証券 674 111,636 170 28,320  
いちごオフィスリート投資法人 投資証券 － － 904 85,733  
大和証券オフィス投資法人 投資証券 128 45,129 － －  
大和ハウスリート投資法人 投資証券 655 92,464 119 15,043  
 ( 1,148) (       －)  
ジャパン・ホテル・リート投資法人 投資証券 1,440 115,770 68 5,657  
大和証券リビング投資法人 投資証券 168 18,932 5 536  
ジャパンエクセレント投資法人 投資証券 286 41,647 25 3,599  
カナディアン・ソーラー・インフラ投資法人 投資証券 127 11,572 42 3,836  

合 計 
24,804 2,826,032 10,518 1,105,095  

( 6,769) (       －)  
 
（注） 金額は受渡代金。 

（注） 単位未満は切捨て。 

（注） ( )内は分割・合併・償還等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

 

  

投資信託証券 
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インフラ関連好配当資産マザーファンド 

○株式売買比率 (2025年５月15日～2026年５月14日) 

 

項 目 当 期 

(a) 期中の株式売買金額 13,418,309千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 8,676,839千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 1.54   
 
（注） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均です。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2025年５月15日～2026年５月14日) 

 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株式 6,139 313 5.1 7,278 627 8.6 

投資信託証券 2,826 49 1.7 1,105 － － 
 
 
 

 

項 目 当 期 
売買委託手数料総額（A） 15,438千円 
うち利害関係人への支払額（B） 695千円 

（B）／（A） 4.5％   
 
 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは株式会
社ＳＢＩ証券です。 
 
  

利害関係人との取引状況 
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インフラ関連好配当資産マザーファンド 

○組入資産の明細 (2026年５月14日現在) 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

建設業（4.6％）    

ショーボンドホールディングス 13.1 － － 

大成建設 － 5.6 89,852 

鹿島建設 59.3 7.8 48,258 

東鉄工業 21.3 43.2 226,368 

日本電設工業 － 19.5 92,137 

化学（2.0％）    

信越化学工業 46.7 26.4 197,366 

積水化学工業 54.1 － － 

非鉄金属（3.8％）    

住友電気工業 － 18.7 226,363 

フジクラ 44.9 24 152,520 

機械（4.0％）    

三浦工業 33.2 － － 

ディスコ 3.7 2.6 182,000 

三菱重工業 48.2 51.7 215,175 

電気機器（20.3％）    

日立製作所 124.4 97.8 456,823 

富士電機 10.6 14.6 225,351 

ＫＯＫＵＳＡＩ ＥＬＥＣＴＲＩＣ － 22.5 145,170 

ニデック 39.9 － － 

日本電気 67.8 69.8 282,620 

富士通 53.4 60 194,400 

ルネサスエレクトロニクス 60.4 － － 

パナソニック ホールディングス 61.6 59.6 201,269 

横河電機 32.7 43.7 222,564 

キーエンス 3.4 － － 

東京エレクトロン 9.5 5.4 276,480 

精密機器（1.8％）    

ＨＯＹＡ 10 6.6 182,622 

電気・ガス業（1.5％）    

メタウォーター － 42.2 144,746 

陸運業（6.2％）    

東日本旅客鉄道 － 56.4 207,552  

 
銘 柄 

期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

西日本旅客鉄道 56.2 － － 

山九 － 33.9 302,760 

センコーグループホールディングス 79.4 51.7 103,710 

海運業（1.9％）    

日本郵船 21.7 33.7 183,530 

情報・通信業（1.5％）    

インターネットイニシアティブ 38.2 － － 

ＫＤＤＩ 106.7 55.5 146,825 

ＮＴＴデータグループ 59.5 － － 

卸売業（16.8％）    

伊藤忠商事 23.1 123.2 251,820 

丸紅 － 47.2 278,385 

豊田通商 59.6 86.1 634,557 

三井物産 69.7 81 496,611 

小売業（－％）    

日本瓦斯 38.4 － － 

銀行業（19.1％）    

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 242.7 169.5 487,651 

三井住友トラストグループ － 64.5 363,522 

三井住友フィナンシャルグループ 108.9 86.6 491,455 

みずほフィナンシャルグループ 103.4 78.1 545,450 

保険業（6.6％）    

ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス 62.3 71 312,329 

東京海上ホールディングス 23.6 46.4 341,596 

その他金融業（4.8％）    

オリックス 82.7 81.4 471,061 

不動産業（5.1％）    

三井不動産 167.3 140 213,920 

カチタス － 76.6 287,250 

合 計 
株 数 ・ 金 額 2,141 2,004 9,882,077 

銘柄数＜比率＞ 37 37 ＜55.0％＞ 
 

（注） 銘柄欄の( )内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。

（注） 合計欄の＜ ＞内は、純資産総額に対する評価額の比率。 

（注） 評価額の単位未満は切捨て。 
 

国内株式 
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インフラ関連好配当資産マザーファンド 

 

銘         柄 
期首(前期末) 当 期 末 
口   数 口   数 評 価 額 比   率 

 口 口 千円 ％ 
東海道リート投資法人 投資証券 － 551 57,083 0.3 

三井不動産アコモデーションファンド投資法人 投資証券 618 － － － 

産業ファンド投資法人 投資証券 459 1,745 249,011 1.4 

アドバンス・レジデンス投資法人 投資証券 847 1,028 162,424 0.9 

アクティビア・プロパティーズ投資法人 投資証券 375 1,680 228,816 1.3 

ＧＬＰ投資法人 投資証券 2,717 3,445 462,663 2.6 

コンフォリア・レジデンシャル投資法人 投資証券 358 － － － 

日本プロロジスリート投資法人 投資証券 690 2,894 256,408 1.4 

ヒューリックリート投資法人 投資証券 831 1,048 166,632 0.9 

日本リート投資法人 投資証券 1,487 1,524 133,654 0.7 

積水ハウス・リート投資法人 投資証券 927 1,236 103,700 0.6 

ヘルスケア＆メディカル投資法人 投資証券 259 343 38,313 0.2 

野村不動産マスターファンド投資法人 投資証券 2,213 2,779 434,635 2.4 

ラサールロジポート投資法人 投資証券 1,449 1,850 274,910 1.5 

スターアジア不動産投資法人 投資証券 3,023 2,319 128,704 0.7 

三井不動産ロジスティクスパーク投資法人 投資証券 625 2,239 243,827 1.4 

霞ヶ関ホテルリート投資法人 投資証券 － 1,315 126,897 0.7 

日本ビルファンド投資法人 投資証券 2,958 3,142 389,922 2.2 

ジャパンリアルエステイト投資法人 投資証券 3,469 4,584 530,827 3.0 

日本都市ファンド投資法人 投資証券 3,541 4,785 543,576 3.0 

オリックス不動産投資法人 投資証券 1,282 3,190 309,111 1.7 

日本プライムリアルティ投資法人 投資証券 504 2,897 281,588 1.6 

ＮＴＴ都市開発リート投資法人 投資証券 556 － － － 

ユナイテッド・アーバン投資法人 投資証券 1,512 1,963 331,943 1.8 

インヴィンシブル投資法人 投資証券 3,883 4,960 302,560 1.7 

平和不動産リート投資法人 投資証券 891 857 121,951 0.7 

日本ロジスティクスファンド投資法人 投資証券 1,481 2,343 217,899 1.2 

ＫＤＸ不動産投資法人 投資証券 1,907 2,411 383,349 2.1 

いちごオフィスリート投資法人 投資証券 904 － － － 

大和証券オフィス投資法人 投資証券 548 676 221,728 1.2 

大和ハウスリート投資法人 投資証券 1,098 2,782 339,404 1.9 

ジャパン・ホテル・リート投資法人 投資証券 2,760 4,132 316,511 1.8 

大和証券リビング投資法人 投資証券 606 769 80,668 0.4 

ジャパンエクセレント投資法人 投資証券 1,033 1,294 182,712 1.0 

カナディアン・ソーラー・インフラ投資法人 投資証券 440 525 47,302 0.3 

合 計 
口 数 ・ 金 額 46,251 67,306 7,668,735  

銘 柄 数＜比 率＞ 33 31 ＜42.7％＞  
 
（注） 合計欄の＜ ＞内は、純資産総額に対する評価額の比率。 

（注） 口数・評価額の単位未満は切捨て。 

 

  

国内投資信託証券 
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インフラ関連好配当資産マザーファンド 

○投資信託財産の構成 (2026年５月14日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

株式 9,882,077 55.0 

投資証券 7,668,735 42.7 

コール・ローン等、その他 425,511 2.3 

投資信託財産総額 17,976,323 100.0 
 

（注） 評価額の単位未満は切捨て。 

 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2026年５月14日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 17,976,323,463   

 コール・ローン等 244,284,180   

 株式(評価額) 9,882,077,150   

 投資証券(評価額) 7,668,735,800   

 未収配当金 181,222,726   

 未収利息 3,607   

(B) 負債 0   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 17,976,323,463   

 元本 6,535,453,276   

 次期繰越損益金 11,440,870,187   

(D) 受益権総口数 6,535,453,276口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 27,506円 
 

（注） 計算期間末における１口当たりの純資産額は、2.7506円です。

（注） 当ファンドの期首元本額は6,511,470,508円、期中追加設定元

本額は1,053,200,206円、期中一部解約元本額は1,029,217,438

円です。 

（注） 当親ファンドを投資対象とする投資信託の当期末元本額は、以

下の通りです。 

インフラ関連好配当資産ファンド（毎月決算型）（米ドル投資型） 

 4,177,015,383円

インフラ関連好配当資産ファンド（毎月決算型）（円投資型） 

 1,301,826,739円

インフラ関連好配当資産ファンド（毎月決算型）（豪ドル投資型） 

 1,056,611,154円

○損益の状況 (2025年５月15日～2026年５月14日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 534,780,863   

 受取配当金 533,322,149   

 受取利息 1,457,439   

 その他収益金 1,275   

(B) 有価証券売買損益 4,170,090,955   

 売買益 4,397,975,547   

 売買損 △   227,884,592   

(C) 当期損益金(Ａ＋Ｂ) 4,704,871,818   

(D) 前期繰越損益金 6,678,991,137   

(E) 追加信託差損益金 1,516,099,794   

(F) 解約差損益金 △ 1,459,092,562   

(G) 計(Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 11,440,870,187   

 次期繰越損益金(Ｇ) 11,440,870,187   
 

（注） 損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は、期末の評価換えに

よるものを含みます。 

（注） 損益の状況の中で(E)追加信託差損益金とあるのは、信託の追

加設定の際、追加設定した価額から元本を差し引いた差額分を

いいます。 

（注） 損益の状況の中で(F)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、

元本から解約価額を差し引いた差額分をいいます。 

 

 

 

 

 
 

 
<お知らせ> 

・一般社団法人資産運用業協会設立準備法人を吸収合併存続法人、一般社団法人日本投資顧問業協会と一般社団法人投資信託協会を吸収合併消滅法人

として2026年４月１日付で合併し、「一般社団法人資産運用業協会」に名称を変更することとなったため、投資信託約款の記載変更を行いました。（実

施日：2026年４月１日） 
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